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平成１８年度 一般会計予算 
 
予算編成の背景と基本的な考え方 
 我が国経済は、平成１７年度の半ばより、それまでの輸出・生産などに見られた

弱い動きを脱し、景気は穏やかな回復を続けています。企業部門の好調さが、雇

用・所得環境の改善を通じて家計部門へ波及しており、民間需要中心の穏やかな回

復が続くものと見込まれています。しかし、デフレからの脱却に向けた進展が見ら

れるものの、物価は依然としてデフレ状況にあり、実体経済が緩やかに回復し、デ

フレ圧力の低下により消費者物価の下落幅は縮小していますが、原油価格の高騰に

より輸入物価が上昇している中、ＧＤＰデフレーター（物価変動指数）は下落を続

けています。 

 「平成１８年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」によれば、政府は、

「改革なくして成長なし」、「民間にできることは民間に」、「地方にできることは地

方に」との方針の下、「基本方針２００５」等に基づき、郵政民営化の着実な実施、

政策金融改革、総人件費改革、資産・債務改革、市場化テストによる民間への業務

開放・規制改革等を通じ「小さくて効率的な政府」を実現するとともに、規制・金

融・税制・歳出等の改革を推進するなど、各分野にわたる構造改革を断行すること

により、経済活性化を実現し、民間需要主導の持続的な成長を図ることとしていま

す。また、デフレからの脱却を確実なものとするため、政府は、日本銀行と一体と

なって政策努力の更なる強化・拡充を図るほか、今後とも、経済情勢によっては、

大胆かつ柔軟な政策運営を行うこととしています。 

 平成１８年度の我が国経済につきましては、消費や設備投資は引き続き増加し、

民間需要中心の穏やかな回復を続けると見込まれ、物価については、政府・日本銀

行が一体となった取り組みを行うことにより、デフレ脱却の展望が開け、消費者物

価やＧＤＰデフレーターも、年度を通して見るとわずかながらプラスに転じると見

込まれています。 

 そうした中で、平成１８年度の地方財政は、地方財政計画の規模の抑制に努めて

もなお平成１７年度に引き続き大幅な財源不足の状況にあります。地方財政の借入

金残高は平成１８年度末には２０４兆円に達する見込みとなっていますが、今後、

その償還負担の一層の増加や社会保障関係経費の自然増が見込まれるところであり、

これにより将来の財政運営が圧迫されることが強く懸念されています。 

 現下の極めて厳しい地方財政の状況、国・地方を通ずる財政構造改革の必要性を

踏まえると、引き続き、地方公共団体においては、地方分権の時代にふさわしい簡
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素で効率的な行政システムを確立するため、徹底した行政改革を推進するとともに、

歳出の徹底した見直しによる抑制と重点化を進め、また、歳入面でも自主財源につ

いて積極的な確保策を講じるなど、効率的で持続可能な財政への転換を図ることが

急務であります。 

 また、国と地方に関する「三位一体の改革」につきましては、国庫補助負担金に

ついて、すでに一昨年１１月に決定済みの３兆８千億円に加えて、更に税源移譲に

結びつく６，５４０億円の改革を行い、４兆円を上回る国庫補助負担金の改革を達

成し、それを踏まえた地方への税源移譲額を３兆９０億円と定め、その全額を所得

譲与税によって措置することが決定されました。地方交付税については、累次の

「基本方針」に基づき国の歳出の見直しと歩調を合わせて地方歳出を見直し抑制す

る等の改革を行うが、平成１８年度においては、地域において必要な地方交付税、

地方税などの一般財源の総額を確保することで合意されております。 

 本村の財政状況につきましては、長引く景気の低迷による税収の伸び悩みに加え、

平成１３年度からの普通交付税制度の見直しによる減額など、大変厳しい状況にお

かれていることはいうまでもないところであります。 

 平成１８年度の予算編成に当りましては、このような現状を踏まえ、限られた財

源を重点的かつ効率的に配分するために、要求段階から十分な選択と調整を行い、

消費的経費については今までの慣例にとらわれることなく徹底的な再検討を加えて

節約し、その余裕財源をもって効率的に投資的経費に充当するよう配慮し、受益者

負担の原則に基づき、その事業の性格や効果を十分再検討し、スクラップ・アン

ド・ビルドの徹底に努めたところでございます。 

 歳入予算につきましては、地方財政計画に基づき譲与税、交付金、交付税、地方

債を算定するとともに、税収につきましても景気の動向、税制改正、固定資産評価

替等を考慮しながら的確な見積りを行いました。 

 また、歳出予算につきましては、村民の福祉の向上と生活の安定を最優先とし、

村内の道路網の整備補修、農業、商工業、観光の振興を図る施策を講ずる必要があ

る一方で、扶助費や公債費、下水道事業への繰出金、債務負担行為に伴う償還金な

どといった義務的経費、公共施設等の維持補修に係る固定経費を的確に把握し、第

４次総合計画に掲げた「住みよい暮らし」・「自然と調和」・「活力ある産業」・「健康

と思いやり」・「学びと交流」・「力を合わせる」弥彦の実現を図るため、限られた財

源を効率的に配分することを十分配慮しながら予算編成を行いました。 
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歳 入 予 算 の 概 要 

 

１款  村   税     ９０２，８１８千円 

 平成１８年度の村税は、前年度に対して、２．１％減で計上いたしました。 

 ○個人村民税 ２１６，９００千円   対前年度   １４，３００千円 増 

   増収要因としては、法改正により課税額が増加となるためであり、その内容は

次のとおりとなっております。 

《６５歳以上関係》老年者控除の廃止・基準所得以下に対する非課税措置の廃止

とこれに伴う税額１／３課税・公的年金の最低控除の２０万

円引き下げ。 

《配偶者の均等割》一定額以上の収入のある配偶者の均等割が１，５００円から

３，０００円に引き上げ。 

《定率減税の縮減》１５％の減税が７．５％に半減。 

 ○法人村民税  ６０，００１千円   対前年度   １０，０００千円 増 

   景気動向は依然きびしい現状ながら、平成１７年度の法人税割の申告状況につ

いては、１６年度に引き続いて前年実績を上回っており、明るい兆しも見られる

ことから、これらを考慮して計上いたしました。 

 ○固定資産税 ５３７，０５６千円   対前年度   ４９，０００千円 減 

   平成１８年度は３年に一度の評価替えの年にあたり、土地・家屋ともに評価額

の下落が見込まれることと新増築家屋の減少傾向や、さらには事業用償却資産の

増加が見込めないことなどを考慮して計上いたしました。 

 ○軽自動車税  １５，８６０千円   対前年度      ３１８千円 増 

   １２月末現在の保有台帳により、台数を的確に把握し計上いたしました。 

 ○たばこ税   ４３，０００千円   対前年度    １，０００千円 増 

   本年７月の税率引上げなどを考慮して計上いたしました。 

 ○入湯税    ３０，００１千円   対前年度    ４，０００千円 増 

   依然として入込み客の低迷が続いておりますが、やひこ桜井郷温泉日帰り施設

開所による伸びなどを考慮して計上いたしました。 
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２款  地方譲与税     １３４，０００千円 

 ○所得譲与税     ６５，０００千円 

○自動車重量譲与税  ５０，０００千円 

 ○地方道路譲与税   １９，０００千円 

   所得譲与税につきましては、「三位一体の改革」で示された税源移譲額を基に

計上し、その他は地方財政計画及び平成１７年度決算見込額を考慮し、合計で前

年度対比３７，０００千円増で計上いたしました。 

 

３款  利子割交付金      ５，０００千円 

 平成１７年度決算見込額を考慮して前年度対比５００千円増で計上いたしました。 

 

４款  配当割交付金      １，０００千円 

 平成１７年度決算見込額を考慮して前年度対比５００千円増で計上いたしました。 

 

５款  株式等譲渡所得割交付金   ８００千円 

 平成１７年度決算見込額を考慮して前年度対比７９９千円増で計上いたしました。 

 

６款  地方消費税交付金   ７９，０００千円 

 平成１７年度決算見込額を考慮して前年度と同額で計上いたしました。 

 

７款  自動車取得税交付金  ２９，０００千円 

 自動車の販売動向と平成１７年度決算見込額を考慮して前年度対比１，０００千円

増で計上いたしました。 

 

８款  地方特例交付金    ３０，０００千円 

  「三位一体の改革」、地方財政計画及び平成１７年度決算見込額を考慮して前年度

対比８，０００千円増で計上いたしました。 

   

９款  地方交付税   １，０５０，０００千円 

〇普通交付税  ９８０，０００千円 

〇特別交付税   ７０，０００千円 
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  「三位一体の改革」では、平成１７年度～１８年度は、地方団体の安定的な財政

運営に必要な地方交付税、地方税などの一般財源を確保することが示されており、

平成１６年度決算見込額及び平成１７年度の基準財政需要額と基準財政収入額の

内容を分析した上で積算を行い、普通交付税については前年度と同額、特別交付税

については前年度対比１０，０００千円増で計上いたしました。 

 

10 款  交通安全対策特別交付金 １，５００千円 

 平成１７年度決算見込額を考慮して前年度対比１００千円増で計上いたしました。 

 

11 款  分担金及び負担金   ７１，０４２千円 

 平成１７年度決算見込額を考慮し前年度対比１２０千円減で計上いたしました。 

 

12 款  使用料及び手数料   ３１，７９１千円 

  施設の指定管理者制度の導入に伴う減、使用料見直しによる増、及び平成１７年度

決算見込額を考慮し前年度対比３０，４８６千円減で計上いたしました。 

 

13 款  国庫支出金      ６６，４９６千円 

  「三位一体の改革」により削減される国庫補助負担金の把握を的確に行い、総務費・

民生費・衛生費・教育費への各款にわたり、それぞれ交付基準に基づき負担金・補助

金・委託金として交付される額を前年度対比１９，６８５千円減で計上いたしました。 

 

14 款  県 支 出 金     １３６，０３９千円 

  総務費・民生費・衛生費・農林水産業費・商工費・土木費・教育費へと各款にわた

り、それぞれ交付基準に基づき負担金・補助金・委託金・貸付金として交付される額

を前年度対比７，７４０千円増で計上いたしました。増額の主な要因としましては、

公衆トイレ整備にかかる自然環境整備事業費補助金などであります。 

 

15 款  財 産 収 入      １９，７４２千円 

  村有財産貸付収入が主でありますが、本年度は村有地の売払収入を見込んで前年度

対比１７，４９５千円増で計上いたしました。 
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16 款  寄 附 金       １，００６千円 

  民生費、観光費及び教育費に対する寄附金を前年度と同額で計上いたしました。 

 

17 款  繰 入 金      １５，００３千円 

  温泉事業特別会計からの繰入金、及び寄付金積立基金からそれぞれ寄付目的に沿っ

た費目への繰入と、地域福祉基金からの繰入を計上し、前年度対比２３，０００千円

の減で計上いたしました。 

 

18 款  繰 越 金      ８０，０００千円 

  平成１７年度の決算見込額を考慮し、前年度対比５，０００千円減で計上いたしま

した。 

 

19 款  諸 収 入     ２４７，８６３千円 

  例年、各種貸付金元利収入、雑入が主な内容ですが、貸付金元利収入及び施設の指

定管理者制度の導入に伴う利用料の減などを考慮して、前年度対比３０，９６１千円

減で計上いたしました。 

 

20 款  村   債     ２５７，９００千円 

  財源の不足を補うため、また、世代間の負担を公平にするために以下の事業につい

て村債の発行を予定しました。 

  農林水産業債  西蒲原排水事業に伴う県負担金に充当するため。 

          水環境整備事業に伴う県負担金に充当するため。 

 土 木 債   道路・歩道の新設改良及び消雪施設の整備に充当するため。 

 減税補てん債  減税分の補てんをするため。 

臨時財政対策債  交付税の減少分を補てんするため。 

 合計で前年度対比４，５００千円の減で計上いたしました。 

 

 

 

 以上、歳入予算の主な項目について説明いたしましたが、健全財政の

観点から歳入欠陥が生じないよう精査し、それぞれ計上をいたしました。 
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歳 出 予 算 の 概 要 

 

 

１款  議 会 費   ８１，９０６千円 

 議員報酬、職員給などの人件費、議会報発行、及び議員政務調査費補助金などの議会

活動に係る経費を計上いたしました。 

 

 

２款  総 務 費  ３３７，３８５千円 

１項  総務管理費  ２４４，２０６千円 

１．一般管理費   １４３，２５２千円 

  特別職・一般職員の人件費並びに一般事務にかかる経費や、職員の資質向上を図る

ための研修経費、学校・保育園・巡回バスの運転業務委託料などを計上いたしました。 

２．文書広報費     ２，１６３千円 

   村民の皆さんの紹介や村の行事に関するお知らせ、主要課題に対する特集記事など、

皆さんが読みやすくわかりやすい広報紙とするために必要な経費を計上いたしました。 

３．財政管理費     ３，９９３千円 

   予算書作成と庁内の財務会計にかかるソフトウエア、機器の賃貸借料及び保守管理

委託にかかる経費を計上いたしました。 

４．会計管理費       ５５０千円 

出納事務及び決算書作成にかかる経費を計上いたしました。 

５．財産管理費    ５２，４０３千円 

   役場庁舎、公用車、村有財産の維持管理にかかる経費、県央土地開発公社弥彦村事

務所保有の「やひこ桜井郷温泉民活関連用地」取得費などの経費を計上いたしました。 

６．交通安全対策費  １１，３３４千円 

   交通事故のない明るいむらづくりを図るため、幼児やお年寄りの皆さんに対する交

通安全教育の積極的な推進や、外側線・反射鏡・防犯灯などの施設整備に係る経費を

計上いたしました。 

７．自治振興費     ８，５５０千円 

   自治功労表彰経費及び区長、町内会長に対する報償及び行政事務連絡にかかる手数

料等を計上いたしました。 

８．企 画 費    １６，９８４千円 

   弥彦村ホームページの運営経費、都市再生整備計画作成にかかる委託費、広域的な

共通行政課題の研究を進めるための広域圏事業費、弥彦村の将来を担う人材育成の基
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盤づくり及び個性豊かな地域づくりを目的とする人材育成事業費、豊かな景観を次代

に引き継ぐための景観づくり事業費、ＩＴ推進事業費をそれぞれ計上いたしました。 

９．簡易郵便局運営費   ４，９７７千円 

  矢作簡易郵便局の運営にかかる経費を計上いたしました。 

 

２項  徴 税 費  ５６，８９３千円 

１．税務総務費     ４５，４９７千円 

人件費及び過誤納還付金などに係る経費を計上いたしました。 

２．賦課徴収費     １１，３９６千円 

徴収事務に係る事務費並びに各税目の賦課に係る電算委託料等を計上いたしました。

なお、徴収に当たっては負担の公平を原則として適正課税と税収確保に一層努力して

まいります。 

 

３項  戸籍・住民登録費  ３０，３１６千円 

１．戸籍・住民登録費  ３０，３１６千円 

  行政の基本となる住民記録、戸籍事務の電算処理システム及び住民基本台帳ネット

ワークシステムの維持管理等に係る経費を計上し、記録の正確性・迅速化を図ってま

いります。 

 

４項  選 挙 費   ４，０６１千円 

１．選挙管理委員会費     ６４７千円 

２．村長選挙費      ３，４１４千円 

 

５項  統計調査費     ５９７千円 

１．統計調査費        ５９７千円 

   統計調査実施に係る調査員報酬などの経費を計上いたしました。 

 

６項  監査委員費   １，３１２千円 

１．監査委員費      １，３１２千円 

  監査委員の報酬及び監査活動にかかる経費を計上いたしました。 
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３款  民 生 費   ６５８，２４３千円 

 弥彦村社会福祉計画に基づき、村民誰もが健康で生き生きと、地域や家庭でその能力

を発揮し、自分らしく生活できるよう、継続して必要な福祉諸施策を実施してまいりま

す。 

高齢者福祉においては、介護予防・生活支援の観点からより高い効果を得るよう、新

たに設置する地域包括支援センターと緊密に連携を図りながら各施策を実施してまいり

ます。また、障害者福祉の分野においては平成１８年４月から段階的に施行される障害

者自立支援法各事業を円滑に実施してまいります。 

 一方の児童福祉については、弥彦村次世代育成対策行動計画に掲げる、「子どもたち

が元気に育つ学びと交流の弥彦」の基本理念を目指すなかで、とりわけ、仕事と育児を

両立する家庭支援のため、子育て支援に積極的に取り組むこととし、児童手当の拡大や、

３年目を迎える乳児の紙おむつ購入費助成事業の充実、また、改築後のひかり保育園に

おける低年齢児の受入拡充や、２ヵ所目の児童クラブ立ち上げなど、若い世代のだれも

が安心して働き子育て可能な保育環境の充実に努め、村民ひとしく安心で健やかに暮ら

すことができるよう、福祉・保健・医療が一体となったサービスの充実に努めてまいり

ます。 

 

１項  社会福祉費   ３６８，２５３千円 

１．社会福祉総務費    １８５，０５０千円 

  少子高齢化が進行する中にあって、住民のニーズはますます多様化し、行政施策だ

けでは解決できない問題が数多く発生しており、福祉関係団体と協力するなど地域支

え合いの理念の下で、福祉活動推進に努めるための経費を計上し、更には今後の介護

予防事業の拠点となる地域包括支援センターの委託費を計上いたしました。 

  また、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計への繰出金を計上いたしました。 

２．老人福祉費       ５９，３７１千円 

  高齢者が住み慣れた地域で尊厳を持ち生活し続けることができるよう、外出支援・

紙おむつ給付事業等の各種生活支援事業や、老人クラブ補助金を計上いたしました。 

３．老人生きがい対策事業費  ２，９９１千円 

  高齢者が健康で生きがいをもって生活できるよう、介護予防の観点から、老人クラ

ブが主体となって実施する健康づくりや介護予防事業及び生きがいづくり活動・社会

参加を積極的に支援するため、高齢者のスポーツ活動、健康づくり事業、教養講座、

敬老会執行経費を計上いたしました。 

４．障害福祉費       ８５，５２５千円 

  平成１８年４月から段階的に施行される障害者自立支援法を円滑かつ確実に実行で

きるよう給付費等計上いたしました。 
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５．高齢者福祉施設費    ２８，５０７千円 

  高齢者福祉増進のための施設として、観山荘、よらんかね、生活支援ハウス、高齢

者総合生活支援センターの管理運営費を計上いたしました。 

６．ひとり親家庭福祉費    ２，６１１千円 

  ひとり親家庭の福祉向上のため、医療費助成事業にかかる経費を計上いたしました。 

７．地域交流施設管理費    ４，１９８千円 

  保健、福祉、生涯学習事業等を通じ、地域住民の憩いの場や世代交流の場としての

利用推進を図るための施設管理費を計上いたしました。 

 

２項  児童福祉費   ２８９，９９０千円 

１．保育園費       ２０８，５８４千円 

  保育サービスの質を落とすことなく経費削減を行い、昨年度において統合された３

園体制での保育内容の充実を一層図るとともに、近年において特に需要が増加してい

る未満児保育、延長保育及び障害児保育の充実を図るための経費を計上いたしました。 

２．児童手当措置費     ５９，９３６千円 

  支給対象児(制度改正により、０歳から１２歳到達後最初の年度末まで)について、

被用者児童手当、非被用者児童手当、特例給付、被用者小学校修了前特例給付、非被

用者小学校修了前特例給付等を計上いたしました。 

３．児童健全育成事業費    ８，７０６千円 

  利用希望の増加により、本年度から弥彦地内に１箇所を増設し、２箇所分の放課後

児童クラブの運営経費及びチャイルドシート購入助成経費を計上いたしました。 

４．子育て支援事業費    １２，７６４千円 

  子育て支援事業の拠点である地域子育て支援センターの運営経費及び１６年度から

始めました乳児の紙おむつ購入費の一部助成経費を引き続き計上いたしました。 
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４款  衛 生 費    ３１７，６７８千円 

健康日本２１の中間見直しにより国は、生活習慣病対策の更なる推進のために、メタ

ボリックシンドローム（内臓脂肪型肥満）に着目し「１に運動、２に食事、しっかり禁

煙、最後にクスリ」を提示、運動の習慣化、食事バランスガイドの普及や食育推進と併

せた子どもの頃からの適切な食生活の習慣化をめざしています。 

一方、介護保険制度の見直しが行なわれ、これまで以上に介護予防を重視した制度と

なり、老人保健事業も大幅に改正され、生活習慣病対策に加え、高齢者の生活機能低下

対策に力を入れることになります。６４歳以下を対象とした健康相談、健康教育、機能

訓練等の老人保健事業はこれまでどおりの実施となりますが、６５歳以上を対象とした

同事業は地域支援事業として、介護保険事業の中で予算計上しております。また、健診

と併せて生活機能チェックを行い、特定高齢者把握をし、地域支援事業の介護予防事業

として実施します。予算上は介護保険事業として区分されることになりますが、事業実

施においてはこれまで同様、一体のものとし、各機関との連携をとりながら、効果的に

進めてまいります。 

 総医療費の大きな割合を占める脳血管疾患や糖尿病など生活習慣病を早期に発見し、

生活習慣の改善を徹底するため総合健診の実施、特に糖尿病早期発見のために、ヘモグ

ロビンＡ１ｃ検査の全員実施を継続し、要指導者への指導を積極的に進めます。また、

糖尿病・高脂血症予防に効果的な各種事業を重点的に進めてまいります。 

 さらに、健康づくりと介護予防は車の両輪であり、元気な高齢者をはじめ、何らかの

リスクを持った人、介護保険の認定者をも含めそれぞれの自立支援を進めるための包括

的な事業推進を図る新規事業として「温泉施設を活用した元気はつらつエイティ・ファ

イブ事業」に取り組み、高齢者を中心とした健康づくり、介護予防を一層推進いたしま

す。 

 母子保健事業では、定期的な健診の受診、相談内容の充実により、早期に児童虐待の

兆しをつかみ対応できるよう支援いたします。また、食育推進事業と調整を図りながら、

乳幼児期の生活習慣病予防の食生活の確立に努めます。また、睡眠時間の少ないことや

低年齢からのメディア接触による発達の弊害が指摘されており、適正な育児環境につい

ての啓発を積極的に行なってまいります。 

 

１項  保健衛生費  ２１５，７７８千円 

１．保健衛生総務費   １０９，３４１千円 

    職員の人件費並びに事務に係る経費や公的団体等への負担金及び補助金、老人保健

特別会計への繰出金などを計上いたしました｡ 

２．予 防 費      ３８，６１９千円 

  総合健診をはじめとする各種がん検診事業や事後指導関連経費、予防接種法に基づ
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く予防接種及び予防接種の機会拡大を図るための医療機関への委託経費、精神障害者

社会復帰のための相談事業や家族会の研修会の経費などを計上いたしました。 

３．母子保健費      ２１，９６４千円  

    乳幼児に対する各種検診事業や就学前年齢までの医療費助成事業、妊産婦の歯科検

診や新生児を含めた教育相談、訪問指導経費を計上いたしました。 

４．環境衛生費      ４３，４９０千円 

ごみの分別の徹底、資源回収等の推進でごみの減量化とリサイクル活動の普及に係

る経費を計上いたしました。また、老朽化が進んでいた大字弥彦地内の公衆用トイレ

２箇所の解体及び改築に係る経費を計上いたしました。 

５．保健センター費     ２，３６４千円 

  保健センターの維持管理経費を計上いたしました｡

 

２項  清 掃 費  １０１，９００千円 

１．塵芥処理費      ８７，２８９千円 

村内１９５カ所のごみ収集ステーションによって、ごみ収集を週５回５分別方式に

よる収集業務委託、粗大ごみの戸別収集に伴う業務委託経費及び燕・弥彦総合事務組

合環境センターでの処理に係る経費を計上いたしました。 

２．し尿処理費      １４，６１１千円 

し尿処理については、下水道未加入世帯で、年間 約１，０００キロリットルを収

集しております。収集業務委託料及びし尿処理に係る経費を計上いたしました。 

 

 

５款  労 働 費   ２０，７４９千円 

 景気の動向は上向き傾向にあるものの依然として厳しい状況にあることから、新規創

出にはつながらず、雇用環境は引き続き厳しい状況となっております。このような情勢

のなか、弥彦村商工会、巻職業安定所等関係機関と、より緊密な連携を図りながら雇用

安定・福利厚生及び組織活動の支援に取り組んでまいります。 

 

１  労 働 諸 費   ２０，７４９千円 

１．労 働 諸 費      ２０，７４９千円  

勤労者の組織活動支援といたしまして、勤労者協議会補助金、労働災害防止協会補

助金、勤労者への融資確保のため労働金庫への預託金、広域勤労者福祉サービスセン

ターの運営経費を計上いたしました。 
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６款  農林水産業費 １７４，１８４千円 

 本村の基幹産業である農業を取り巻く環境は依然として厳しい状況があります。 

国は土地利用型農業の推進策として麦、大豆の生産拡大と定着化を図りながら自給率と

農家所得の向上を目指し各種事業を展開してきましたが、需要量の減少に歯止めをかけ

ることができず、平成２２年度までに「米づくりの本来あるべき姿」の構築を目指した

「米政策改革大綱」を決定し取り組んできているところでありますが、本村もこれら大

綱に基づいて策定した「水田農業ビジョン」により取り組み３年目を迎えることになり

ます。 

 このような状況の中、本年度予算につきましては、生産調整の推進と新対策を見据え

て認定農業者を中心とした担い手の育成等に重点を置くとともに、「安心・安全・良食

味」等消費者ニーズに応えるため「消費者重視・市場重視」の考え方に立った環境保全

型農業と「売り切る米づくり」を推進し、また、付加価値の高い稲作農業と水田の有効

活用を図るため大豆、枝豆の定着化、生産拡大など園芸作物を取り入れた複合経営への

取り組みを積極的に推進し、各種支援策を実施してまいります。 

 

１項  農業費     １７０，６５９千円 

１．農業委員会費         ５，７８５千円 

  農業委員会に関する法律に基づき、農地法及び農業経営基盤強化促進法等の適正な

執行と委員会運営に必要な経費並びに各種研修費等を計上いたしました。 

２．農業委員会事務局費     １６，２５７千円  

 各関係法令の適正な運用に努めるとともに農地転用関係の土地利用調整、権利移転

調整、農地集積に係る農業経営基盤強化促進法、農地保有合理化事業の推進、さらに

は農業者年金の窓口など、農地行政の確立と農業経営の改善等に対処するための経費

を計上いたしました。 

３．農業総務費         １３，５２１千円 

  人件費及び事務費に係る経費を計上いたしました。 

４．農業振興費         １１，９７２千円 

  大変厳しい状況下にある農業において、経営体育成やスーパーコシヒカリ団地の拡

大並びに無農薬無化学肥料栽培米及び減農薬減化学肥料栽培米の生産拡大など環境保

全型農業を推進し、消費者ニーズに応えたところの稲作振興を図るとともに、複合経

営推進のための園芸産地化に係る補助事業の実施、水稲の適期共同防除及び有害鳥獣

駆除、畜産法定伝染病予防の実施、農業資材の廃棄処理に係る助成や缶詰等農産物加

工等に係る経費を計上いたしました。 

５．農 地 費         ７５，５４２千円 

  農道砂利敷、御新田川排水路整備に係る工事費負担金並びに国・県営事業をはじめ



 

 14 

とした各種生産基盤整備事業等の負担金を計上いたしました。 

６．水田農業構造改革推進事業費 ２４，５０５千円 

  生産調整達成を目標に農家組合、ＪＡ等関係機関団体等と緊密な連携を図りながら、

大豆・枝豆生産の団地化、複合経営による農家所得の向上を目指し、売り切る米づく

りなどの各種施策への支援等に係る経費を計上いたしました。 

７．農振一般管理事業費         ７８千円 

  優良農地の確保と乱開発を防ぎ秩序ある村の発展を図るため、法に基づいて農業振

興地域整備計画の変更事務に伴う必要な経費を計上いたしました。 

８．農業経営基盤強化対策事業費  １，９２５千円 

  農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定による経営規模拡大の推進と認定農業

者等への利用集積促進のための啓蒙活動等に係る経費を計上いたしました。 

９．農村環境改善センター管理費  ６，６３０千円 

  農村環境改善センターの管理運営費を計上いたしました。  

10．国土調査事業費       １４，４４４千円 

  平成１６年度より調査を行っている第２８計画区０．５１ｋ㎡の測量成果の数値化、

及び第２９計画区０．６７ｋ㎡の一筆地調査に係る経費を計上しました。 

 

２項  林 業 費    ３，５２５千円 

１．林 道 費            ５９０千円 

林業振興策に対応するため、林道の維持管理に係る経費を計上いたしました。 

２．林業振興費          ２，９３５千円 

  弥彦公園、城山森林公園等松くい虫被害木の伐採・くん蒸処理並びに黒滝城址森林

公園管理委託料等を計上いたしました。 
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７款  商 工 費  ２２６，２４６千円 

商工業の振興につきましては、多少上向き傾向にあるものの、依然として厳しい経済

情勢の中、各事業所への資金確保のため制度資金の預託により制度融資の充実を図ると

ともに、商工会及び金融機関等関係団体との連携強化により経営の安定化を図ってまい

ります。 

 観光客の入り込みにつきましては、一昨年は中越地震の風評被害により大きく落ち込

んだところでありますが、県の「がんばってます新潟」キャンペーンに連動して各種観

光キャンペーン事業を積極的に展開し県内外からの誘客に努めた結果、昨年は徐々に回

復基調にあり、特に菊まつり期間中における入り込み客数は４０万人と近年にない入り

込みとなりました。 

 県では引き続き「がんばってます新潟ありがとう」をスローガンに各種観光キャンペ

ーン事業を展開しておりますが、これら事業と連動したなかで観光協会、旅館組合等観

光関係団体と一体となって観光イベントの一層の充実に努めるとともに、接客サービス

など受け入れ体制の確立と、滞在型観光地としての魅力ある観光地づくりを推進してま

いります。 

また、マスメディア・広告看板、印刷物等による宣伝のほか、広域観光時代に対応す

るためインターネットによる観光情報発信を積極的に行うとともに、関連市町村との相

互連携を一層深めるなかで、より効果的な誘客宣伝活動に努めてまいります。 

 

１項  商工費  ２２６，２４６千円 

１．商工総務費    １０，４９２千円 

一般職員の人件費や誘客宣伝に係る旅費を計上いたしました。 

２．商工振興費   １７２，４８９千円 

商工業の振興を図るため、商工会等の関係機関への活動補助、各事業者への経営資

金融資の円滑化を進めるための資金預託などに係る経費を計上いたしました。 

３．観 光 費    ３５，１４８千円 

観光施設の充実を図るため、駅前駐車場や公衆トイレ等の維持管理に係る経費と誘

客宣伝活動経費及び観光イベント（湯かけまつり・燈籠まつり・菊まつり等）事業や

温泉振興対策補助金、観光協会補助金など魅力ある観光地整備振興に係る経費を計上

いたしました。 

４．公園管理費     ８，１１７千円 

弥彦公園、城山森林公園、大戸ファクトリーパークの維持管理、施設修繕に係る経

費を計上いたしました。 
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８款  土 木 費   ５２０，４４５千円 

道路等は均衡ある地域の発展を図り、活力とゆとりある地域社会の形成と生活基盤を

改善するものであります。 

とりわけ村道は、住民に最も密着した生活と生産の場をつくり、豊かな地域社会を築

くもので、これらの整備としまして、緊急度に応じたところの村道新設改良事業で快適

な集落環境を図るとともに、施設維持管理や交通安全施設の整備に努めてまいります。 

また、冬期間安全で円滑な道路交通を確保するために、消雪施設整備についても万全

を期してまいります。 

 

１項  土木管理費  ３６，３９８千円 

１．土木総務費    ３６，３８８千円 

職員の人件費並びに負担金等業務に係る経費を計上いたしました。 

２．基 金 費        １０千円 

公共用地先行取得の財源確保のため設置しております土地開発基金に対する繰出金

として計上いたしました。 

 

２項  道路橋梁費  ９９，１８７千円 

１．道路維持費    ３２，６２８千円 

村道の維持修繕等の工事費として２０,０００千円及び管理に係る経費や道路照明

電気料等を含めた経費を計上いたしました。 

２．道路新設改良費  ３８，３３６千円 

歩行者空間の改善と交通安全確保の促進を図るため、引き続き村道の改良整備に係

る経費並びに県道路整備費に係る市町村負担金を含めた経費を計上いたしました。 

３．雪害対策費    ２８，２２３千円 

主要村道で冬期間、生活道路の安全で円滑な交通確保を図るため、機械除雪借上料

並びに消雪施設整備並びに維持補修に係る経費を計上いたしました。 

    

３項  河 川 費  １，７５１千円 

１．河 川 費     １，７５１千円 

一級河川の維持保全事業委託料及び普通河川の維持修繕に係る経費を計上いたしま

した。 

 

４項  住 宅 費  １，６１８千円 

１．村営住宅管理費   １，６１８千円 

村営住宅の維持管理に係る経費を計上いたしました。 
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５項  都市計画費  １，４９１千円 

１．都市計画総務費     ６９千円 

都市計画事務に係る経費を計上いたしました。 

２．公 園 費    １，４２２千円 

児童遊園地で安全に安心して遊べるよう遊具の点検・修理に伴う経費やフラワーロ

ードの管理経費等を計上いたしました。 

 

６項  下 水 道 費  ３８０，０００千円 

１．下水道整備費 ３８０，０００千円 

  特定環境保全公共下水道事業の運営費に係る経費を公共下水道事業会計繰出金とし

て計上いたしました。 

 

 

 

９款  消 防 費  １８６，３５４千円 

災害発生時に、村民の生命と財産を守る体制づくりに日夜努力するとともに、火災等

の発生を未然に防ぐ啓蒙活動を行っております。また、消防団の士気高揚と組織強化の

支援も併せて実施しております。 

防災行政無線については、子局での老朽化もありますが、常時整備点検を行い支障の

ないよう努めております。 

 

１項  消 防 費  １８６，３５４千円 

１．常備消防費    １６７，０８６千円 

  燕・弥彦総合事務組合負担金１５３，０７１千円及び消防本部庁舎等建設特別負担

金１４，０１５千円を併せて計上いたしました。 

２．非常備消防費    １５，５３８千円 

  消防団に係る経費を、燕・弥彦総合事務組合に対して消防団事務経費負担金として

計上いたしました。 

３．消防施設費      １，６５６千円 

  消火栓の整備や集落の消防施設老朽化等に伴う整備費補助金を計上いたしました。 

４．災害対策費      ２，０７４千円 

  防災行政無線にかかる維持修繕費・保守点検等の経費の他、災害時の備蓄食糧にか

かる経費を計上いたしました。 
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10 款  教 育 費 ２９０，０３０千円 

 弥彦村教育の振興については、弥彦村第４次総合計画の基本構想・基本計画の「学び

と交流の“弥彦”」を機軸に、生涯各期にわたる学習の充実と進展を図るとともに、ス

リム化した組織に見合うよう事業の見直しをおこない、学校教育、社会教育、社会体育

の振興と充実、教育環境の整備を効率的に進めてまいります。 

 学校教育では、「学力の向上」と「体位・体力の増進」をはかり、それを基盤に「総

合学習の時間」の一層の定着と「生きる力」を育成する教育活動を充実してまいります。 

学力向上対策として、昨年小学校児童の算数、国語の基礎学力をつけるため、村独自

で補助教員を配置し予想以上の成果が得られました。本年度は小学校にもう 1 名増員し、

中学校にも新たに 2名の補助教員を配置して学力の一層の向上をめざします。 

施設環境の整備では、老朽化した小学校グラウンドのスタンド及びプール脇陥没部分

の補修を実施いたします。 

 「心の教育」の推進事業については、過去７年間の実績と成果を踏まえて、児童生徒

の夢と希望を育てる事業の推進をはかるとともに、明るい挨拶、気持のいい返事など生

活の基盤になる基本的習慣の育成に、学校・家庭・地域・行政が一体となって取り組ん

でまいります。 

また、地域に開かれた学校づくりをより一層推進するため、小・中学校に設置されて

いる学校評議員の、更なる有効な活用を図るよう助言をしてまいります。 

通学路等における子ども達の安全確保のため、学校ごとに安全マニュアルの整備を図

り、安全教育の推進に万全を期します。また、保護者、地域、関係団体と緊密な連係を

図り、村あげての安全推進体制の整備に努めてまいります。 

 国際化に対応して小・中学校における英語学習の充実発展をはかるため、引き続き外

国人による英語指導講師を採用し更なる有効活用を図ってまいります。 

 引き続き奨学金貸与事業による人材の育成、また、教育相談員制度を活用しての、い

じめや不登校対策にも力を注いでまいります。 

 社会教育では、村民が生涯を通じて「健康で生きがいのある生活」を営むことができ

るよう、その基盤整備と各種活動を推進してまいります。また、地区・集落などで実施

される諸活動を支援してまいります。 

文化芸術振興事業では、コミュニティセンターを拠点に、引き続き「弥彦を描く」写

生会や公募展を実施し、また県内の著名な芸術家の企画展等を開催し、より多くの方々

に文化芸術にふれる機会を提供し、あわせて弥彦村の活性化を図ることに努めます。 

村史の発刊については、早期の発刊を目標に「わかりやすく役に立つ村史」づくりを

目指してその推進を図ります。 

公民館活動の一環として、新潟日報と共催で、「新潟県アマチュア囲碁・将棋名人

戦」を開催いたします。文化会館事業については内容を精選し、維持管理の節約に努め
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てまいります。弥彦の丘美術館の運営については、昨年度契約更新した新潟県美術家連

盟の作品を引続き展示し一層の充実を図ります。また、学校部活動と社会体育との一層

の連係強化を図り、子ども達が自分のやりたいスポーツができる環境の整備に努力して

まいります。 

社会体育では、誰もが楽しみながら体力向上や健康づくりを行うことができるコミュ

ニティスポーツを軸とした「弥彦ワールドカップ」事業の一層の推進を図り「村民皆ス

ポーツ」の普及に努めます。また、体育協会、スポーツ関係団体の組織の充実を図りな

がら、各種大会において助言・援助を行います。施設等の整備については、野球場の防

球ネットの整備をおこないます。 

平成２１年に新潟県で開催される第六十四回国体で、弥彦村が自転車競技（トラッ

ク）の会場に決定したことを受けて、国体準備室係を新設して対応してまいります。 

全国選抜招待高校駅伝弥彦大会が、今年度１５回を迎えるにあたり、関係団体と一致

協力して記念大会にふさわしい運営に努め一層の発展を図ってまいります。 

 

１項  教育総務費  ６２，８１２千円 

１．教育委員会費       ２，０７８千円 

教育委員報酬、旅費等の経費を計上いたしました。 

２．事務局費        ５３，６８４千円 

  一般職員の人件費、各種負担金、就学援助費及び奨学金貸与事業費等を併せて計上

いたしました。 

    学力向上支援として小・中学校に計４名の補助教員を配置する経費を計上いたしま

した。 

３．教育活動推進事業費     ２，２１７千円 

  「心の教育」を推進する経費及び講師謝礼、校外体験活動費、不登校児童生徒対策

事業委託料等を計上いたしました。 

４．語学指導費           ４,８３３千円 

英語講師業務委託料等を計上いたしました。 

 

２項  小学校費    ６２，０８９千円 

１．学校管理費      ３６，８２４千円 

学校管理に必要な用務員人件費、光熱水費、燃料費、施設保守委託料、火災保険料

等の経常経費の他、児童及び学校教職員健康管理費、特殊学級介助員委託料、各種検

診委託料、コンピュータリース料、備品購入費、教育諸団体負担金等の経費とスタン

ド及びプール脇陥没部分の工事予算を計上いたしました。 

２．教育振興費           ４，４６４千円 
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教育振興に必要な、講師謝礼、教材費、道徳副読本購入費、学力検査費、備品購入

費等の経費を計上いたしました。 

３．給 食 費       ２０，３５１千円 

調理員人件費、調理員業務委託料、給食用備品購入費、給食用自主流通米補助金等

の経費を計上いたしました。 

４．総合的学習支援事業費    ４５０千円 

総合的学習支援事業費として計上いたしました。 

 

３項  中学校費    ５２，２４８千円 

１．学校管理費       ２８，３９７千円 

学校管理に必要な用務員人件費、光熱水費、燃料費、施設保守委託料、火災保険料

等の経常経費の他、児童及び学校教職員健康管理費、特殊学級介助員委託料、各種検

診委託料、コンピュータリース料、教育諸団体負担金等の経費と施設改修の工事予算

を計上いたしました。 

２．教育振興費           ５，６０７千円 

教育振興に必要な、運動部外部指導者謝金、教材備品費、教科用指導図書購入費、

施設使用料、学力検査費、校外活動補助金等の経費を計上いたしました。 

３．給 食 費          １８，０６９千円 

調理員人件費、調理員業務委託料、給食用備品購入費、給食用自主流通米補助金等

の経費を計上いたしました。 

４．総合的学習支援事業費       ２７５千円 

総合的学習支援事業費として計上いたしました。 

 

４項  社会教育費  ６８，５９４千円 

１．社会教育総務費    １７，８１５千円 

一般職員の人件費、社会教育委員の費用弁償費等を計上いたしました。 

２．公民館費        ８，４２５千円 

公民館の維持管理経費、図書室経費、美術展経費、新潟県アマチュア囲碁将棋名人

戦の経費等を計上いたしました。 

３．社会教育活動総合事業費   ９０８千円 

ゆうゆう育児セミナ－費、ふるさとの歴史と自然にふれあうセミナ－費、成人教育

費、ブックスタート事業費及び土曜クラブ体験学習事業費等を計上いたしました。 

４．文化財保護費      ６，３０２千円 

弥彦参道杉並木保存会への補助金、村史編さん事業費、村指定の天然記念物矢作二

本松の樹勢回復業務委託料等を計上いたしました。 
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５．総合文化会館費    ２８，０５６千円 

会館施設の光熱水費等の維持管理経費、保険料及び自主事業費等を計上いたしまし

た。 

６．美術館費        ４，６２５千円 

弥彦の丘美術館の運営維持管理経費を計上いたしました。 

７．旧武石家住宅費     ２，４６３千円 

旧武石家住宅の管理費、公開活動事業費を計上いたしました。 

 

５項  保健体育費  ４４，１８７千円 

１．保健体育総務費  ２７，１８５千円 

体育振興担当の人件費及び事務費、体育指導委員等の報酬や村民体育祭、高校駅伝

弥彦大会経費、また体育協会、スポ－ツ少年団への補助金、新設の国体準備係経費を

計上いたしました。 

２．体育施設費    １７，００２千円 

野球場防球ネット設置工事他、各種体育施設の維持管理経費を計上いたしました。 

 

 

 

 

11 款  災害復旧費      １００千円 

１項  土木施設災害復旧費  １００千円 

１．ガケ崩れ災害復旧費  １００千円 

  県への急傾斜地崩壊対策事業負担金を計上いたしました。 

 

 

 

 

12 款  公 債 費  ３４３，２７０千円 

１項  公 債 費  ３４３．２７千円 

１．元   金   ２８３，０２８千円 

  村債発行に伴う元金償還分を計上いたしました。 

２．利   子    ６０，２４２千円 

  村債発行に伴う利子償還分６０，０４２千円の他一時借入金利子償還分２００千円

を併せて計上いたしました。 
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13 款  諸 支 出 金   ２１０千円 

１項  積 立 金     ２１０千円 

１．財政調整基金費     １００千円 

  財政調整基金の運用で発生した利子相当分を積み立てるよう計上いたしました。 

２．寄付金積立基金費     １０千円 

  寄付者の意向に添った使途に活かすよう基金で保管を行うものです。 

３．減債基金費       １００千円 

  減債基金の運用で発生した利子相当分を積み立てるよう計上いたしました。 

 

 

14 款  予 備 費   ３，２００千円 

予備費は、予算外の支出または予算超過の支出にあてるため計上いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上、目的別歳出予算の概要について説明いたしました。 
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平成１８年度 特別会計予算 

 

 

国民健康保険特別会計 

１ はじめに  

 国民健康保険を取り巻く状況は、急速な高齢化の進展や疾病構造の変化、医療技

術の高度化などに伴う医療費の増嵩に加え、厳しい経済情勢を背景に無職者や所得

の低い加入者が増加するとともに、加えて収納率も低下するなど構造的な問題を抱

えていることから、全国的にも大半の保険者が単年度経常収支で赤字となり、厳し

い運営を強いられている状況にあります。 

 このような状況下で、国は閣議決定された「骨太の方針２００５」を受け、医療

費適正化の実質的な成果を目指す政策目標を設定、達成にむけ必要な措置を講じる

こととし、将来にわたり医療制度を持続可能なものとしていくため様々な構造改革

を推進しようとしております。 

本村国保では、ここ数年、世帯数１，３５０世帯、被保険者数２，９５０人前後

を推移しほぼ横ばいの状況が続いておりますが、保険給付費については、疾病構造

の多様化、複雑化を反映し、一般、退職とも年々増加の一途をたどり、平成１６年

度の単年度収支についても、１５年度に引き続き２４，９６６千円の赤字決算とな

り、根本的な財政構造改革が待たれるとともに、あらためて早期発見、早期治療と

いった保健予防の必要性が注目される状況にあります。 

 

２ 保険給付事業  

 給付水準の推計といたしましては、基本的には、平成１７年度実績見込みと近年

の実績をベースとし、制度改正等国の動向及び本村の実情等を勘案し計上したとこ

ろであります。前年度実績見込対比として、被保険者数では総数は変わらないもの

の、内訳として退職若人７．０％、一般高齢者２９．４％、退職高齢者３１．６％

のそれぞれ増、一般若人２．９％、老人４．７％をそれぞれ減で計上、療養給付費

等においては、一人当たり一般で０．２％、退職では５．０％の減で計上いたしま

した。高額療養費につきましては、一般で５．９％増、退職で１０．５％の減で計

上、出産育児諸費は１０件分、葬祭諸費は５０件分を計上し、老人保健拠出金につ

きましては、算出方法に前々年度の精算行為が含まれるため不確定要素はあります

が、前年度実績見込の３２．５％減での算定額となっております。

また、介護納付金につきましては、１．０％減での計上となっております。共同事

業拠出金につきましては、高額な医療費の発生件数が年々増加し、医療保険各保険者の

財政運営の不安定要因となっているところから、国保連合会を実施主体とする再保険事

業として実施されたもので過去３年間の総医療費、高額対象医療費、被保険者数の平均
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値等により算出し計上いたしました。 

 

３ 保健事業  

 健康管理費といたしましては、２５年目となる人間ドック助成費として２，２８０千

円、平成１６年度から取り組んでまいりました子どもの食育推進事業に５００千円など、

健康づくり趣旨普及を図るために合わせて３，４４２千円を計上いたしました。 

 

 

 

 

老人保健特別会計 

１ はじめに  

 急速な高齢化の進展に伴い、老人医療費については年々増加し、平成１５年度全国平

均では、１人当たり７５万円を超え今後もこの傾向は続いていくものと予測されており

ます。 

 このような状況下で、本村老人医療費については、平成１６年度一時的に医療費の抑

制が図られましたが、１７年度については１人当たり約６３万円が見込まれ、依然とし

て厳しい状況が続いております。 

 高齢者医療費の内訳を見ますと、高血圧や糖尿病など生活習慣病は依然として罹患者

が増える一方で、最近では８０歳代でもガンの手術が受けられるなど、かかる病気も多

岐にわたり疾病構造の多様化が見受けられるようになりました。 

 このような状況から、国は平成２０年度を目途に新たな高齢者医療制度の創設を打ち

出しており、今後は医療費の抑制を図るためにも、積極的な施設の活用と指導体制の確

立により、総合的保健事業の推進に努めるものです。 

 

２ 医療給付事業  

給付水準の推計といたしましては、基本的には国民健康保険同様の考え方に基づき、

対象者数で国保老人７３１人、前年度比１．２％減、社保老人３７５人、同８．８％減

で計上。給付費では過去の医療費から推計して一人当たり国保５７９，７５６円、前年

度比２．８％増、社保５２１，８６８円、同４．１％増で計上。支給費では平成１４年

１０月１日の改正に伴い高額医療費償還払が通年あるため、過去の医療費から推計して、

一人当り前年度比４．１％増で予算計上いたしました。 
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介護保険特別会計 

１ はじめに  

 介護保険制度は、平成１８年度～平成２０年度の第３期事業計画を迎えます。 

高齢化が進み、増え続ける介護給付費に歯止めをかけ、この制度が長期的、安定的に

継続できるよう、予防給付を基本として介護保険制度が改正されました。 

弥彦村でも介護予防を重視し「新予防給付」と「地域支援事業」を行います。 

 この制度の運営は、市町村が保険者となり、要介護認定・保険料賦課徴収・新予防給

付を含む保険給付及び地域支援事業等の費用支払等の一連業務を行っています。 

 また、給付等に必要な費用は、国、県、村の財政負担及び被保険者からの保険料を基

に特別会計で運営されています。 

 

２ 保険給付事業  

介護保険事業計画は、３年間ごとに見直しが行われます。 

平成１８年４月から、第３期事業計画が始まります。今期も３年間における事業運営

期間の各種サービスの費用推計により、標準給付費５１５，１７７千円（前年度比１２.

５％増）、歳入歳出それぞれ５４５，５００千円を計上いたしました。 

 

３ 地域支援事業  

 介護保険制度改革により介護予防重視型システムへの転換が図られ、その一つとして

地域支援事業が創設され、「活動的な８５歳を目指して」介護予防事業を介護保険制度

の中で実施することとなりました。 

同じく制度改正により設置する地域包括支援センターによる一貫・連続的なマネジメ

ント業務の下、これまでの各種介護予防事業を更に効率的効果的に行い、より一層の介

護予防を推進してまいります。 

 

 

 

 

競輪事業特別会計 

 昨今の経済動向は、「景気は緩やかに回復」と報道されておりますが、競輪の売上は、

減少の傾向が続き、依然として厳しい状況が続いております。 

 昨年１２月には、収支改善計画の骨子であります負担付寄付により弥彦競輪場が村所

有となり、サテライト新潟も無事オープンすることができました。 
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本年４月からは村所有競輪場として、施設借上料を支払わずに村営開催ができること

となります。 

記念競輪につきましては、７月１３日から１６日までの４日間、開設５６周年として

開催されますが、全国各地の競輪場、サテライト場から臨時場外売場を開設いただく予

定となっており、電話投票を含め８７億円の売上を計上いたしました。 

 普通開催では、ＦⅠ開催(Ｓ級シリーズ)の臨時場外売場の開設も予定しておりますが、

ＦⅡ開催の極端な売上減少により前年度に比べ２割減の３６億７千３百万円の売上を計

上いたしました。 

 収益確保のため場外開催も積極的に取り組み、開催経費につきましても更なる合理化

策により効率的な運営に努めてまいります。 

 また、競輪選手宿舎事業特別会計につきましては、従来選手賞金に加算されていた宿

泊料がなくなることに伴い、間接的に負担していた宿泊費が直接的な負担となることか

ら、特別会計で処理することが困難となったため、競輪事業特別会計に組み入れて処理

をさせていただくことといたしました。 

 

 

 

 

 

温泉事業特別会計 

本年度より、温泉事業会計を特別会計として取り扱うことといたしました。 

現在の弥彦観音寺温泉の経営状況につきましては、景気の影響等により厳しい状況で

ありますが、経費の節減に努め、老朽化している施設の適切な管理運営と維持修繕をし

てまいります。 

本年度より、やひこ桜井郷温泉の日帰り施設がオープンすることにより、使用料の増

額を見込んでおります。また、新たな温泉源を弥彦地内で掘削するための事業費を計上

いたしました。 

 歳入につきましては、温泉使用料１４，８９９千円、村債１００，０００千円など総

額１１４，９００千円、歳出につきましては、弥彦観音寺温泉事業費６，５７０千円、

桜井郷温泉事業費７，５０９千円、温泉掘削事業費１００，０００千円などを計上し、

一般会計への繰出金は５，０００千円を見込みました。 
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平成１８年度 企業会計予算 

 

 

弥彦村水道事業会計 

年次計画で取り組んでまいりました老朽管（石綿管）の布設替えはほぼ完了いたしま

したが、ＪＲ弥彦線農協踏切付近の老朽管が残っており、ＪＲ弥彦線横断するための測

量、調査、設計に取り組んでまいります。また、浄水場のろ過設備の更新と現存の施

設・配水管の維持管理に重点を置き安全な水を安定供給し、有収率の向上と安定経営を

図ってまいります。 

経営状況につきましては、昨今の経営状況等により、売り上げの増加は望めず、厳し

い状況でありますが、経費の節減をはじめ、安全な水を安定して供給するため施設の整

備点検を行い、適切な管理運営に努めてまいります。 

 また、安心して使用していただけるよう、水質検査の充実を図り、公表を継続してま

いります。 

 収益的収支のうち、収入につきましては、水道使用料２５２，９３０千円（前年比１

００．１％）を含め総額２５４，１７３千円、支出につきましては、浄水及び給水費７

３，５５５千円、総係費２７，３０５千円、企業債利息２８，５０５千円（前年比８７．

２％）など総額２１９，４４１千円を計上し、利益３４，７３２千円を見込みました。 

 また、資本的収支のうち、収入につきましては、工事負担金１０千円、支出につきま

しては工事請負費６，０００千円（前年比４４．１％）、委託料７，２８７千円、企業

債元金償還金６７，１８７千円（前年比８５．３％）など総額８１，５７９千円を計上

いたしました。 
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弥彦村特定環境保全公共下水道事業会計 

 昭和５２年度に事業認可を受けて、鋭意、事業の推進を図ってまいりました。現在、

普及率約９９．８％、水洗化率約７６．３％となっております。 

 本年度も継続事業として西川流域下水道への接続に向け、幹線管渠布設工事を行って

まいります。また、弥彦・走出地内の耐用年数の切れたマンホール蓋の安全対策とイメ

ージアップを図るためマンホール蓋の更新工事を行うと共に、雨天時の不明水調査を行

ってまいります。 

 経営状況につきましては、依然厳しい状況ではありますが、安定経営のため、今後も

加入促進に努めるとともに経費の節減を図ってまいります。 

 収益的収支のうち、収入につきましては、下水道使用料１５９，７０５千円（前年比

１００．４％）一般会計負担金、繰入金３０５，０００千円（前年比９８．４％）など

総額４６４，７１０千円、支出につきましては、管渠及び処理場費１０６，７９０千円、

企業債支払利息１６５，１５９千円（前年比９２．１％）など総額４６４，３６５千円

を計上し、３４５千円の利益を見込みました。 

 また、資本的収支のうち、収入につきましては、企業債１５０，４００千円、国庫補

助金１０８，０００千円、一般会計からの出資金７５，０００千円など３３５，９００

千円を計上し、支出につきましては、工事請負費２２８，８４５千円（前年比６４．

２％）企業債元金償還金２７１，７３７千円（前年比１０５．１％）などと合わせ、総

額５２１，５２６千円を計上いたしました。 

 

 

 

 



【総　務　課】　　　
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

総　務　費

一 般 管 理 費 143,252 ・職員の資質向上のため講習会の実施や、県の人事 研修旅費 181

　事務組合主催の研修会への参加 人事事務組合研修負担金　　　 95

・通園通学送迎と巡回バスの運行 マイクロバス運転業務委託料 16,000

文 書 広 報 費 2,163 ・わかりやすい広報紙の作成及び発行 広報等発行費　 1,928

財 産 管 理 費 26,516 ・やひこ桜井郷温泉民活関連用地取得 やひこ桜井郷温泉民活関連用地取得費 20,879

交 通安 全啓 蒙 普 及 費 338 ・交通安全意識の高揚を図るための、事故防止啓発 交通事故防止啓発用品費　 150

　用品の配布及び中学校自転車通学用ヘルメット購 中学校自転車通学用ヘルメット購入補助金　 140

　入費補助

・長寿社会セーフティシルバー運動の推進 長寿社会セーフティシルバー運動事業費　 40

交通防犯施設整備事業費 2,000 ・路面表示、反射鏡、防犯街路灯等の整備 交通安全対策等工事費 2,000

企 画 総 務 費 5,116 ・宅地造成にかかる都市再生整備計画策定 都市再生計画作成業務委託料 3,500

人 材 づ く り 事 業 費 356 ・本村の未来を担う人材の育成と地域活性化へ繋が 人材育成事業等助成金 300

　る事業等への補助

景 観 づ く り 事 業 費 220 ・電柱カラー化の推進 電柱カラー化推進負担金　 200

Ｉ Ｔ 推 進 事 業 費 11,292 ・ＬＧＷＡＮ及び総合行政システムにかかる経費 基幹業務電算機器賃借料 5,844

簡 易 郵 便 局 運 営 費 4,977 ・矢作簡易郵便局の運営 運営委託料 4,800

消　防　費

消 防施 設整 備 事 業 費 1,656 ・安全な暮らしを守るための消防施設の充実 消防施設整備工事費　 606

消火栓設置工事費負担金 800

消火栓ホース・格納庫・ノズル購入補助金 250

災 害 対 策 費 2,074 ・災害時における食糧、毛布等の備蓄品購入 災害応急資材費 500

　　　　平成1８年度  課別施策事業一覧表　　　　　

主      な      歳      出

　（単位：千円）
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【住民福祉課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

民  生  費

老 人医 療助 成 事 業 費 50 ・老人保健の補完事業として、７０歳前の老人の福 高齢者医療費助成金(村単) 50

　祉向上を図るため

障害者医療費助成事業費 15,738 ・重度心身障害者の保健及び福祉の向上を図ること 重度心身障害者医療費協力事務費  511

　を目的に重度心身障害者に対し医療費を助成 重度心身障害者医療費審査支払手数料　      222

重度心身障害者医療費助成金　 12,048

精神障害者医療費助成金(村単) 2,880

ひ とり 親家 庭 福 祉 費 2,611 ・ひとり親家庭の保健の向上と経済的な軽減や福祉 ひとり親家庭医療費協力事務費 164

　の増進を図ることを目的とした医療費助成事業 ひとり親家庭医療費審査支払手数料　 121

ひとり親家庭医療費助成金 2,245

保 育 園 費 208,584 ・３保育園の管理運営 保育園管理運営費 208,584

児 童手 当支 給 事 業 費 59,936 ・児童手当支給事業 扶助費 59,640

放 課 後 児 童 ク ラ ブ 8,315 ・就業等により昼間保護者のいない家庭の小学校低 指導員賃金　 7,735

運 営 費 　学年児童の健全育成を図るため放課後児童クラブ クラブ活動費　 240

　を２箇所で実施 消耗品費 240

チ ャ イ ル ド シ ー ト 391 ・６歳未満の乳幼児に対してチャイルドシートの装 チャイルドシート購入助成金　 389

普 及 事 業 費 　着が法律で義務づけらることから、チャイルドシ

　ートの購入費の一部を助成

子育て支援センター運営事業費 9,824 ・子育て支援センター管理運営 子育て支援センター管理運営費 9,824

乳 児紙 おむ つ 購 入 費 2,940 ・子育てを担う若い世代を支援するため、乳児紙お 乳児紙おむつ購入費助成金 2,940

助 成 事 業 費 　むつ購入に要する経費助成

衛　生　費
乳 幼 児 医 療 費 16,471 ・乳幼児医療費助成事業　　　　　　　　　　 乳幼児医療費協力事務費 1,681

助 成 事 業 費 乳幼児医療費審査委託料 1,020

乳幼児医療費助成金 13,760

3
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　（単位：千円）

主      な      歳      出



【住民福祉課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  主      な      歳      出

民  生  費

地 域 福 祉 事 業 費 20,735 ・地域福祉事業の円滑確実な実施 社会福祉協議会補助金   13,615

地域福祉基金運用益活用事業補助金 500

戦没者追悼法要委託料 350

地域住民グループ支援事業委託料 600

地域包括支援センター運営委託料 3,000

貸付金(住宅整備資金預託金) 2,000

老 人 福 祉 事 業 費 6,830 ・在宅老人福祉事業(村単) 長寿祝品 330

寝たきり老人家庭紙おむつ支給事業委託料  3,500

在宅介護支援金 3,000

在 宅老 人福 祉 事 業 費 6,878 ・在宅高齢者に対する各種生活支援事業及び各施設 寝たきり一人暮らし老人寝具乾燥事業委託料 353

　の運営 短期入所生活介護費助成事業委託料 1,380

外出支援等サービス事業委託料 2,417

在宅老人生活支援事業委託料 1,858

社会福祉法人等による利用者負担減免措置事業 560

老 人施 設入 所 措 置 費 44,053 ・特別養護老人ホームへの建設費償還等の負担 県央寮負担金 2,517

桜井の里福祉会弥彦村特養建設費償還負担金 20,779

桜井の里福祉会分水町特養建設費償還負担金 7,453

ふれあいプラザ建設費償還負担金 9,673

高齢者総合生活支援センター建設費償還負担金 3,475

老人クラブ助成事業費 1,560 ・老人クラブ連合会及び各単位クラブ(12クラブ)と 老人クラブ運営費補助金 600

　連携を図りながら、生きがいづくりの場の提供や 老人クラブ連合会活動促進費補助金 800

　助成事業を実施 高齢者地域ふれあい事業費補助金 160

3
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　（単位：千円）



【住民福祉課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  主      な      歳      出

民  生  費

生 き が い 対 策 2,991 ・高齢者の生きがいの高揚と健康づくり、文化活動 生きがい対策推進各種事業講師謝礼 510

推 進 事 業 費 　の促進事業 敬老会執行経費 1,794

情報誌発行事業経費 470

生きがい対策推進事業経費 217

障 害 者 福 祉 事 業 費 2,153 ・身体障害者が地域社会活動に参加できるよう、補 重度身体障害児者日常生活用具給付等事業費 493

　装具や日常生活用具の給付を実施 身体障害児者補装具給付（修理）事業費 1,161

身体障害者用自動車改造等助成事業費 400

在 宅 障 害 者 福 祉 1,738 重度心身障害者世帯の経済的負担の軽減を目的に扶 心身障害者扶養共済助成金 171

( 村 単 ) 事 業 費 養共済の助成や在宅介護手当の支給 在宅重度心身障害児・者介護手当 720

在宅心身障害者配食サービス事業委託料 840

知 的 障 害 者 支 援 費 27,666 障害の程度に応じた支援費の確実な給付支援 居宅生活支援費 414

施設訓練支援費 27,188

身 体 障 害 者 支 援 費 3,449 障害の程度に応じた支援費の確実な給付支援 居宅生活支援費 300

施設訓練支援費 3,129

障害者自立支援事業費 34,646 障害者自立支援法に基づく各サービスの実施と給付 介護給付費 19,371

訓練等給付費 11,959

自立支援医療給付費 1,133

補装具給付費 760

高 齢 者 福 祉 施 設 費 28,507 ・高齢者福祉施設の管理運営 観山荘管理運営費 5,509

よらんかね管理運営費 2,515

生活支援ハウス運営委託料 7,083

高齢者総合生活支援センター運営委託料 13,400
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　（単位：千円）



【住民福祉課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  主      な      歳      出

衛　生　費

老 人 保 健 事 業 費 28,668 ・老人保健法に基づく村民の健康管理のため健康教 健康診査経費　 26,000

　育、健康相談、健康診査、機能訓練、訪問指導 健康相談、健康教育、訪問指導経費　 1,175

（Ｃ型肝炎検査、肺がん検診ヘリカルＣＴ実施） 機能訓練　 335

予 防 接 種 事 業 費 6,740 ・法定伝染病（結核予防法による接種は除く）予防 予防接種報償費　 1,120

　のためワクチン接種事業 予防接種医薬材料費 2,000

医療機関個別接種委託料　 3,600

結 核 予 防 事 業 費 1,129 ・結核予防のためＢＣＧ接種と胸部Ｘ線撮影及びこ ＢＣＧ報償費　 218

　れに準ずる検査事業 ＢＣＧ医薬材料費 96

Ｘ線間接、直接撮影他委託料 815

精 神 保 健 事 業 費 208 ・精神障害者の社会復帰を目指すため相談事業や家 精神衛生相談員他報償費　 160

　族会の研修などの自立促進事業。 自立促進教室材料費 48

湯 った り・ 湯 っ く り 1,874 ・温泉の良さを活かした健康づくり事業 運動指導士他報償費 455

健 康 づ く り 事 業 費 ・健康についてセルフケアできる知識や方法を身に 送迎委託 300

　つけるための教室の開催 健康器具・環境整備費 839

母 子保 健衛 生 事 業 費 4,456 ・乳幼児、妊婦健診の実施及び育児教育、相談の実 各種健診事業費　 1,481

　施 医療機関健康診査委託料 2,840

・乳児及び妊婦の医療機関への健康診査委託事業

う 蝕 予 防 事 業 費 1,037 ・乳幼児、妊婦の歯科検診事業及びフッ素洗口委託 歯科検診報償費　 848

　事業 フッ素塗布及び洗口材料費　 145
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　（単位：千円）



【産業振興課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

労　働　費

労 働 諸 費 20,749 ・新卒就職者の激励と今後の雇用促進 新卒就職者激励会・雇用促進懇談会経費 100

・勤労者協議会の育成補助 勤労者協議会補助金 50

・労働者の労金利用預託 労働金庫預託金 20,000

農林水産業費

農 業 振 興 事 業 費 8,938 ・弥彦村農業の振興を総合的に図るための各種事業 農業振興協議会負担金　 1,250

　の実施

・各種農業関係借入金に対する利子補給 農業経営基盤強化資金利子補給　 204

・スーパーコシヒカリ団地の育成事業 稲作振興事業補助金　 468

・経営体の生産基盤強化の推進 経営体等育成対策事業補助金　 6,221

・振興作物の生産拡大の推進 園芸生産拡大事業補助金 685

朝 市 ・ 缶 詰 加 工 ・ 1,154 ・農産物加工事業の促進 缶詰加工用資材費 700

生活アドバイザー事業費

有 害鳥 獣等 駆 除 及 び 1,880 ・有害鳥獣駆除並びに共同防除事業の推進 有害鳥獣駆除資材及び委託料　 600

共 同 防 除 事 業 費 共同防除推進事業補助金 630

・畜産の法定伝染病予防の推進 法定伝染病予防事業補助金 300

・農業資材廃棄物処理への助成 農業資材廃棄物処理補助金 300

農 地 費 及 び 75,542 ・農道整備費 農道砂利敷代 1,200

国･県営土地改良事業費 ・国･県営等農道･用排水整備事業に伴う負担金 農道･用排水事業負担金　 61,292

・御新田排水路環境整備事業負担金 県営水環境整備事業負担金　 10,500

・経営体育成基盤整備事業負担金 経営体育成基盤整備事業負担金 2,200
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　（単位：千円）

主      な      歳      出



【産業振興課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

農林水産業費

水 田 農 業 構 造 24,505 ・生産調整配分等業務電算委託 電算処理委託料 408

改 革 推 進 事 業 費 ・産地づくり対策事業への助成 水田農業構造改革補助金 20,000

・各集落単位による生産調整推進活動補助 水田農業構造改革推進費補助金 1,675

・複合営農推進のための支援事業 複合営農推進事業費補助金 513

・弥彦村水田農業推進協議会への助成 米政策改革推進協議会等支援事業補助金 460

・観光に結び付けた農業振興としてのコスモス団地 コスモス団地種苗代 300

　及び菜の花団地の設置

農 業 経 営 基 盤 1,925 ・利用権設定による認定農業者への規模拡大の推進 経営規模拡大促進事業補助金 1,600

強 化 対 策 事 業 費 　支援

林 業 振 興 事 業 費 2,725 ・松くい虫被害拡大防止のための防除及び危険木等 松くい虫防除他委託料 1,600

　処理事業

・黒滝城址森林公園管理事業 黒滝城址森林公園管理委託料 900
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　（単位：千円）

主      な      歳      出



【産業振興課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

商　工　費

商 工 業 振 興 事 業 費 172,327 ・信用保証協会利用の借入者に対する保証料の補給 県信用保証協会保証料負担金　 523

・弥彦村商工会の育成補助 商工会補助金 6,100

・商工業者への融資預託 産業育成資金預託金 70,000

弥彦村商工観光振興資金預託金 60,000

観 光 振 興 事 業 費 25,840 ・マスメディアによる宣伝 看板広告料 540

・印刷物による宣伝 テレビ･新聞･雑誌等広告料 2,650

テレビ番組制作費 368

宣伝ポスター作成代 1,150

・観光イベント事業推進にかかる事業経費 燈籠まつり協賛行事負担金 7,600

湯かけまつり負担金 500

菊まつり負担金 4,000

・観光協会への観光誘客活動に対する補助 観光協会補助金 5,100

・弥彦温泉振興に対する補助 弥彦温泉観光旅館組合補助金 3,400

公 園 管 理 事 業 費 8,117 ・公園の維持管理、施設修繕にかかる経費 弥彦公園管理費 6,507

森林公園管理費 1,233

大戸ファクトリーパーク管理費 377
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主      な      歳      出



【建設企業課】
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

衛　生　費

環 境 衛 生 対 策 費 31,805 ・ごみの分別収集に対する啓発用品の配布及び環境整ごみ収集カレンダー印刷製本費 650

　備のための自動車借上経費 環境整備自動車等借上料 800

・資源回収でごみの減量化、リサイクル活動に要するごみステーション設置等補助金 275

　経費 資源回収地区活動費補助金 900

・大字並びに町内会が行う環境整備事業等への補助 予防薬剤購入補助金 500

予防機購入補助金 50

・ごみ有料化還元策事業 コンポスト購入補助金 36

電動式生ごみ処理器購入補助金 350

・大字弥彦地内にある公衆用トイレの整備 公衆用トイレ整備費 28,000

塵 芥 処 理 費 87,289 ・塵芥収集業務委託料 塵芥収集業務委託料 20,000

・資源ごみ収集業務委託 資源ごみ収集業務委託料 2,000

・粗大ごみの戸別収集業務委託 粗大ごみ収集業務委託料 2,000

農林水産業費

国 土 調 査 事 業 費 14,444 ・地籍調査事業 一筆地調査業務委託料 12,073

地籍調査複図作成業務委託料 208

当該年度数値情報化業務委託料 239

林 道 管 理 費 590 ・林道６路線の維持管理 林道維持修繕費　 500

土  木  費

道 路新 設改 良 事 業 費 36,894 ・快適な集落環境を図るため、引き続き村道の改良整備道路改良測量及び登記委託料 4,000

道路新設改良工事費 23,000

・県道路改良等工事に対する負担金 県道路改良等工事負担金　 7,000

雪 害対 策施 設 整 備 費 8,000 ・冬期間の安全で円滑な道路交通を確保する消雪施設消雪施設整備工事費  8,000

　の整備
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　（単位：千円）

主      な      歳      出



【教　育　課】  
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

教　育　費

（教 育 総 務 費）

事 務 局 費 45,806 ・大学生、高校生、専門学生等に奨学金の貸付 奨学貸付金 13,680

・準要保護生徒就学援助及び特殊学校就学援助 就学援助費、特殊学校就学援助費 2,689

学 校 費 7,878 ・小・中学校に補助教員４名を配置 学力向上支援事業委託料 7,680

教 育活 動推 進 事 業 費 1,102 ・教育相談員委託料及び旅費　 不登校児童生徒対策事業委託料　 996

・校外学習活動経費補助 校外体験活動費(中２年生) 88

心 の教 育推 進 事 業 費 1,115 ・開会式行事 事業費 300

・ふれあい音楽の集い 事業費 100

・本物にふれる会（鼓童） 講師謝礼、出演料等 650

語 学 指 導 費 4,833 ・ＡＬＴによる小・中学校英語指導 英語講師業務委託料　 4,788

旅費等 45

（小  学  校  費）

施 設 管 理 費 21,158 ・環境整備工事 スタンド・プール脇陥没改修工事 6,300

・施設整備工事 保健室床改修工事 1,000

・学校施設維持修繕 学校施設維持修繕費 300

教 育 振 興 事 業 費 4,464 ・教育振興に要する経費 教材費、備品、図書購入費 2,070

・学力検査公費補助・スポーツテスト結果集計経費 学力検査費・スポーツテスト委託料 394

・通学バス借上げ 通学バス借上料 681

給 食 費 20,351 ・美味しくて安全な給食の提供 給食備品購入費 280

調理業務委託料 3,044

自主流通米補助金 423

総合的学習支援事業費 450 ・総合的学習支援事業費 消耗品、印刷製本費他 450
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　（単位：千円）

主      な      歳      出



【教　育　課】  
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

(中  学  校  費)

施 設 管 理 費 12,939 ・教育環境整備 環境整備工事費 700

・施設管理委託 施設管理委託費 4,203

教 育 振 興 事 業 費 5,585 ・教育振興に要する経費 教材費、備品、図書購入費 2,540

・教科書改訂による教師用指導書購入費 教科用指導図書購入費 856

・各種大会出場参加費・交通費補助 校外活動補助金 1,000

・学力検査費公費補助 学力検査費 348

給 食 費 18,069 ・美味しくて安全な給食の提供 給食備品購入費 100

自主流通米補助金 249

調理業務委託料 1,116

総合的学習支援事業費 275 ・体験学習事業謝礼 講師及び事業所謝礼 30

・総合的学習支援事業費 消耗品、印刷製本費 245

(社 会 教 育 費)

図 書 室 運 営 事 業 費 479 ・図書購入 図書購入費 400

目録カード等雑費 79

美 術 企 画 展 事 業 費 3,350 ・第4回「弥彦を描く」公募展経費 公募展事業経費 1,650

・美術企画展（新潟の洋画作家10人の世界） 写生会 400

美術企画展経費 1,300

土 曜ク ラブ 体 験 学 習 84 ・学校５日制の趣旨を踏まえ体験学習等、場の提供 講師謝金 48

事 業 費 （創作教室、星座観察、書初め、料理教室等） 事業経費等 36

ゆ う ゆ う 育 児 56 ・家庭教育に関する学習支援 講師謝金 48

セ ミ ナ ー 費 （絵本とのふれあい・絵本のよみきかせ） 印刷用紙等 8

ふるさとの歴史と自然 72 ・ふるさとの歴史と自然に関する学習活動 講師謝金 43

にふれあうセミナー費 （県内古代中世歴史、植物、自然観察学習等） 旅費・印刷用紙・郵便料 29

成 人 式 執 行 費 293 ・成人式経費 成人式経費 293
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【教　育　課】  
事 業 別 予 算 名 総事業費  主    な    事    業    内    容  

(社 会 教 育 費)

成 人 教 育 費 103 ・女性のための学習セミナー費（料理教室） 講師謝金 74

事業経費等 29

青 少 年 育 成 事 業 費 180 青少年健全育成推進費（地域子ども会活動費） 地域子ども会活動費 180

ブックスタート事業費 80 ・子どもの心を育てるブックスタート事業費 ブックスタート事業経費 80

そ の 他 事 業 費 340 ・ふるさと太鼓育成補助金 弥彦山太鼓育成補助金 40

・新潟県アマチュア囲碁将棋名人戦 新潟県アマチュア囲碁将棋名人戦事業費 300

村 史 編 さ ん 事 業 費 2,010 ・村史編さん 村史資料印刷経費他 350

村史編さん指導謝礼・委員費用弁償他 1,660

二 本松 樹勢 回 復 事 業 1,299 ・村指定天然記念物矢作二本松の樹勢回復 スミパイン剤、殺菌殺虫剤の散布他委託料 1,299

文 化会 館自 主 事 業 費 850 「本物の舞台芸術体験事業」 事業経費 850

旧 武 石 家 住 宅 公 開 545 ・旧武石家と公民館麓支館民俗資料館展示室を コンサート経費等各種行事経費 545

活 用 事 業 費 関連させた、公開と活用事業の実施

(保 健 体 育 費)

保 健 体 育 総 務 費 20,803 ・２順目国体関係経費 研修旅費 300

・高校駅伝弥彦大会補助金 高校駅伝弥彦大会補助金 9,500

生 涯 ス ポ ー ツ 5,820 ・スポーツ推進員費、ジュニアスポーツ指導者謝礼 推進員、指導者謝礼 1,680

振 興 事 業 費 ・少年少女スポーツ事業役員費用弁償 費用弁償他 100

・村民体育祭開催経費 村民体育祭経費 800

・弥彦ワールドカップ開催経費 弥彦ワールドカップ経費 400

・各種大会開催経費 生涯スポーツ事業費 400

・体育協会加盟クラブ強化費、各種大会運営委託費 体育協会委託料他 2,340

・ジュニアスポーツクラブ事業 ジュニアクラブ用具等 100

ジュニアスポーツ振興事業費 562 ・ジュニアスポーツ振興事業 ジュニア自転車競技スポーツ事業費 562

体 育 施 設 管 理 費 11,749 ・体育施設整備事業 村営野球場防球ネット設置工事費 1,260

　（単位：千円）

主      な      歳      出
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